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施設名

収入 単位：千円

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備考

2 4 3 ,16 0 2 7 5 ,3 10 2 5 3 ,8 2 9 2 6 9 ,0 2 5

2 4 3 ,16 0 2 7 5 ,3 10 2 5 3 ,8 2 9 2 6 9 ,0 2 5

支出

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備考

7 1,0 2 8 7 6 ,15 5 5 9 ,7 3 5 7 3 ,7 8 6

消耗品費 4 ,8 4 1 3 ,5 7 7 3 ,5 11 3 ,3 0 8

燃料費 5

印刷製本費 2 2 2 1 2 1

電気料 8 0 ,2 0 3 10 9 ,17 4 4 9 ,9 17 5 2 ,6 8 0

上下水道料 6 ,4 9 6 7 ,0 8 2

ガス 2 9 ,8 6 7 4 3 ,7 9 2

修繕費 10 ,5 4 1 8 ,9 15 11,3 7 9 10 ,9 3 9

通信運搬費 2 8 7 3 0 2 2 5 6 2 6 4

手数料 10 9

保険料 5 0 0 5 0 0 5 0 0 5 0 0

委託費 5 9 ,3 2 8 5 9 ,3 4 0 6 0 ,7 6 1 6 2 ,5 6 3

使用料及び賃借料 3 ,0 9 4 3 ,4 7 2 3 ,6 6 5 4 ,0 9 0

租税公課 7 ,2 3 5 7 ,9 5 1 7 ,7 4 8 7 ,4 2 6

備品購入費 119 2 6 8 5 0 6 9 9

雑支出 15 2 3 8 5 0 1 3 8

広告宣伝費 7 8 9 3 4 6 7 7 2 7 1

本社管理費 3 ,4 17 3 ,4 17 3 ,4 17 3 ,4 17

2 4 1,5 5 6 2 7 3 ,4 7 6 2 3 8 ,3 5 7 2 7 0 ,3 7 0

令和３年度～令和６年度　決算額

市民プール

科　　目

市委託料

合計

※城東ふれあい公園庭球場の決算額を除く。

科　　目

　人件費

合計
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富山市民プール及び城東ふれあい公園庭球場管理業務仕様書 

 

１  施設管理業務に関する事項 

（１） 業務の目的 

市民の生涯スポーツ推進施設として設置された富山市民プール、城東ふ

れあい公園庭球場（以下「施設」という。）をこの仕様に基づき、適正に管

理することにより、安全かつ円滑に施設を市民に供用することを目的とす

る。 

 

（２） 開館時間及び休館日 

市民プール 

開館時間 休館日 
午前１０時～午後９時３０分 
（日・休日は、午前１０時～午後７

時） 
※大会等の場合 
 午前９時～午後９時３０分 

年末年始（１２月２８日～１月４日） 

 
城東ふれあい公園庭球場 
開館時間 休館日 
６月～９月 
午前９時～午後７時 
６月～９月以外 
午前９時～午後５時 

年末年始及び冬季期間 
（１２月２８日～１月４日） 
 

 

（３） 使用承認及び使用料の取扱い 

①  使用承認 

ア  富山市スポーツ施設条例及び富山市スポーツ施設条例施行規則の

規定に基づき、使用の可否を決定し、使用の承認を行う。 

イ  使用の承認を取消す場合は、事前に市長と協議するものとする。 

 

②  使用料 

ア  利用者から富山市スポーツ施設条例、富山市スポーツ施設条例施

行規則の規定に基づき、使用料を徴収し、富山市に納付する。 

イ  富山市スポーツ施設条例施行規則、スポーツ施設の使用料等の減

免取扱基準、高齢者等の市営スポーツ施設減免要綱及び学校週５日
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制に伴う社会教育施設無料化実施要領の規定により、使用料を減免

及び還付する。 

なお、この基準によりがたいものについては、市長と協議するも

のとする。 

ウ  使用料の額及び減免に関する規定については、変更となる場合が

ある。 

 

    ＜参考＞ 直近４年間の利用実績及び使用料収入の状況 

市民プール 

区  分 利用者数 使用料収入額 

令和３年度 189,238 人 27,707,700 円 

令和４年度 207,020 人 32,428,860 円 

令和５年度 183,480 人 30,340,710 円 

令和６年度 237,877 人 39,032,070 円 

城東ふれあい公園庭球場 

区  分 利用者数 使用料収入額 

令和３年度 7,753 人 607,650 円 

令和４年度 9,234 人 714,070 円 

令和５年度 8,200 人 688,420 円 

令和６年度 7,587 人 648,420 円 

 

（４） 管理体制（職員配置） 

 市民プール 

  管理施設、施設運営業務 

 供用時間 配置人数 

平日 10:00～21:30 常時２～３人 

土曜日 10:00～21:30 常時３人以上 

日曜・休日 10:00～19:00 常時３人以上 

  ※ただし、利用の状況に応じ、

配置人数を増減させることがで

きる。なお、この場合の最低人

数は２人とする。 

（注１）上記職員の内、統括責任者（常勤）として１名を配置し、市と

の連絡調整の責任者とすること。 

＊人数については、最低必要数を記載しています。 
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監視業務 

 供用時間 配置人数 備考 

平日・土曜日 10:00～21:30 ８～１０人 次表「監視員等の配置

基準」参照 日曜・休日 10:00～19:00 １０人 

    窓口業務 

 供用時間 配置人数 備考 

平日・土曜日 10:00～21:30 ２～３人 次表「監視員等の配置

基準」参照 日曜・休日 10:00～19:00 ２～３人 

    【監視員等の配置基準】 

 従事者区分 
業  務  日  区  

分 
時間帯 人数 

監視員 

通常期 

平日 
昼 10:00 ～ 17:45 8 

夜 17:45 ～ 21:30 8 

土曜 
昼 10:00 ～ 17:45 10 

夜 17:45 ～ 21:30 8 

日曜・休日 
全

日 
10:00 ～ 19:00 10 

繁忙期 

平日・土曜 
昼 10:00 ～ 17:45 10 

夜 17:45 ～ 21:30 8 

日曜・休日 
全

日 
10:00 ～ 19:00 10 

窓口業務員 

通常期 

平日 
昼 

8:30 ～ 10:00 1 

10:00 ～ 17:45 2 

夜 17:45 ～ 21:30 2 

土曜 
昼 

8:30 ～ 10:00 1 

10:00 ～ 17:45 3 

夜 17:45 ～ 21:30 2 

日曜・休日 
全

日 

8:30 ～ 10:00 1 

10:00 ～ 19:00 3 

繁忙期 

平日・土曜 
昼 

8:30 ～ 10:00 1 

10:00 ～ 17:45 3 

夜 17:45 ～ 21:30 2 

日曜・休日 
全

日 

8:30 ～ 10:00 1 

10:00 ～ 19:00 3 

※ 繁忙期とは富山市学校管理規則第3条(3)に定める夏季休業日の期間を指す。 
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  城東ふれあい公園庭球場 

供用時間 人数 主な業務内容等 

【通常期 

（概ね１，２月以外）】 

 ９：００～１７：００ 

巡回管理 

 

 

０．３人 

 

 

施設管理、施設運営業務 

＊巡回管理人（施設での常駐業務は要

さず）による巡回施設管理及び管理

者事務所等での随時、利用案内等の

運営業務 

【供用休止期間 

（概ね１，２月）】 

巡回管理 

 

 

 

 

０．３人 

 

 

施設管理、施設運営業務 

＊巡回管理人（施設での常駐業務は要

さず）による巡回施設管理及び管理

者事務所等での随時、利用案内等の

運営業務 

＊人数については、最低必要数を記載しています。 

 

（５） 法令等の遵守 

業務の実施にあたっては、地方自治法、富山市公の施設に係る指定管理

者の指定の手続等に関する条例、富山市スポーツ施設条例、富山市スポー

ツ施設条例施行規則、スポーツ施設の使用料等の減免取扱基準、高齢者等

の市営スポーツ施設減免要綱及び学校週５日制によるスポーツ施設無料化

実施要領、富山市情報公開条例、個人情報の保護に関する法律、富山市行

政手続条例、富山市情報セキュリティポリシー、協定書、仕様書及び情報

セキュリティ特記事項等を遵守することとします。 

 

（６） 個人情報の保護に関する留意事項 

    （一般事項） 

項目 取扱い上の留意事項 

1 安全管理体制 

 

 

２教育の実施 

 

 

 

管理責任者は、情報資産の安全管理について、内部に

おける責任体制を構築し、その体制を維持する。 

 

管理責任者は、個人情報の保護、情報セキュリティに

対する意識の向上、特記事項における作業従事者が遵

守すべき事項その他本業務の適切な履行に必要な教育

及び研修を、作業従事者全員に対して実施する。また、
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３情報セキュリ

ティインシデ

ント 

 

 

 

 

４個人情報の取

扱い 

そのための実施計画を策定し、実施体制を確立する。 

 

管理責任者は、本業務に関し情報セキュリティインシ

デントが発生した場合は、速やかに市に対して報告

し、指示に従う。また、情報の漏洩等の事故が発生し

た場合に備え、市その他の関係者との連絡、証拠保

全、被害拡大の防止、復旧、再発防止の措置を迅速か

つ適切に実施するために、緊急時対応計画を定める。 

 

管理責任者は、個人情報を含む電磁的記録又は媒体の

誤送信・誤送付、誤交付、又はウェブサイト等への誤

掲載を防止するため、取り扱う個人情報の秘匿性等そ

の内容に応じ、複数の作業従事者による確認やチェッ

クリストの活用等の必要な措置を講じる。 

 

    （個別事項） 

業務の名称 
取扱う個人情報

の内容 
取扱い上の留意事項 

1 使用申込受付、

承認、使用料徴

収業務 

 

 

２ 使用者管理 

 

 

３ 施設使用状況

の掲示 

 

 

 

４ その他 

申請者の住所、

氏名、連絡先 

 

 

 

申請者の住所、

氏名、連絡先 

 

個人使用者の氏

名 

 

 

 

同上及びその他

の個人情報 

取得する個人情報は、申請に必要な

事項や減免要件を確認するために

必要な事項のみとし、申請者以外か

ら取得しない。 

 

担当職員以外は取扱わないことと

する。 

 

個人が、個人の活動として施設を使

用する場合は、本人の了解なしに、

その使用状況を施設の掲示板等に

掲示しない。 

 

その他、富山市個人情報の保護に関

する法律等施行規則に基づき、個人

情報の保護に関し必要な処置を講

ずること。 
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（７） 施設の維持管理業務 

①  施設や設備の維持管理業務 

ア  安全面、衛生面、機能面の確保がなされるよう常に善良な管理者

の注意義務をもって、かつ、関係法令の基準を遵守し、適切に管理

すること。 

      また、設備等に異常が生じた場合は、迅速に対処し、施設の供用

に支障が生じないよう努めること。 

イ  施設や設備の維持管理業務の範囲は次のとおりとする。なお、こ

れらの業務の全部を一括して第三者に委託し、又は請け負わせるこ

とはできないこととする。ただし、事前に市長の承諾を受けたとき

に限り、管理業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせること

ができることとする。 

・ 清掃業務及び廃棄物の処理 

        施設内及び駐車場等の附帯施設は、常に衛生的で、かつ、公 

共施設としての美観を最良の状態に保持するため、実施基準によ 

り、清掃を行う。 

    また、廃棄物については、一般廃棄物処理業許可業者に搬出さ

せること。 

・ 緑地、樹木の管理業務 

        緑地は、適切な芝生の養生管理及び雑草除去除草、除草剤の散

布による除草並びに必要に応じて、飾花等により常に美観を確保

する。 

    植樹は、施肥、潅水、剪定、防虫駆除及び必要最低限の雪吊り・

雪囲いを行い、最良の状態を確保する。 

・ 設備機器の運転及び維持管理業務 

        施設に設置されている電気設備、空調設備、衛生設備、消防設

備、自動ドア、エレベーター、中央監視装置、競技施設用特殊機

器及びその他の施設附帯設備機器については、運転及び操作に対

して十分な知識を有する者が、設備の状況を把握したうえで機器

が故障しないように運転・操作しなければならない。（運転・操

作中は常時監視すること） 

また、これらの設備機器については、動作確認、調整・整備の

日常点検や専門技術を有する者による精密な定期点検等を実施

基準により行ない、故障を未然に防ぎ、施設の供用に支障をきた

さないよう努めなければならない。 

・ 衛生、安全確保業務 
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(a)  国土交通省、文部科学省の「プールの安全標準指針」に基

づき、必要な安全対策を講じプール事故の防止を図る。 

(b)  プール水については、厚生労働省通達「遊泳用プールの衛

生基準」に規定する検査を実施し、基準に合致する水質を確

保しなければならない。なお、遊離残留塩素濃度検査につい

ては、概ね２時間に１回実施・記録し、基準に合致する水質

を確保するものとする。ただし、水質基準を維持するための

薬品投入は、必要最小限とすること。 

(c)  (公財)日本水泳連盟の公認プールであることから、(公財)

日本水泳連盟プール公認規則第１６条に定める「プール管理

者」を置き、適切な管理を行うこと。 

(d)  プールサイドの適切な箇所に必要な監視員を「監視員等の

配置基準」により配置し利用者の安全を確保するとともに異

常発生時には迅速かつ的確に対応すること。 

(e)  なお、監視員は、日本赤十字社の水上安全法指導員資格を

有する指導者による講習を受講し、プール内での救助活動が

できる技術を有するものであること。 

・ 施設の警備業務 

         施設が無人となる時間帯については、実施基準により警備業務

を行い、火災や盗難の予防に努めるものとする。なお、公募時点

で施設に設置されている警備機器の取り扱いについては、公募時

点の施設管理者との協議によることとする。 

・ 駐車場等の除雪 

         降雪時は、駐車場及び通路などを除雪し、駐車スペースや通路

を確保するものとする。 

 

    施設及び設備の維持管理に係る業務のうち、下記の業務は必ず実施する

こと。 

業務の名称 回数 実施時期 

（目安） 

所 要 経

費 
・フィットネスルーム指導員

派遣業務 

・トレーニング機器保守 

点検業務 

・油圧式エレベーター保守点

検業務 

毎日 

 

年 3回 

 

月 1回 

 

 

 

5 月、9月、10 月 

 

 

 

 

31



・受変電設備保守点検業務 

・非常用発電機保守点検 

業務 

・ガス緊急遮断装置保守 

点検業務 

・施設設備管理運転保守 

点検業務 

・清掃業務 

 日常清掃 

 プール槽・プール室 

 ガラス清掃 

 その他 

 

・施設警備業務 

・外部植栽管理業務 

 樹木等管理及び雪囲い 

・記録表示装置保守点検 

業務 

・電話設備保守点検業務 

・ろ過装置関係保守点検 

業務 

・可動壁・ガラススクリーン

昇降装置・吊物気候設備保守

点検業務 

・空調機自動制御装置保守点

検業務 

・券売機保守点検業務 

・水槽清掃業務 

・一般廃棄物定期収集業務 

 可燃物 

 不燃物 

・自動扉保守点検業務 

・ガスヒートポンプ保守点検

業務 

・排煙窓保守点検業務 

・プール水質検査業務 

月 1回 

年 2回 

 

年 1回 

 

毎日 

 

毎日 

年 1回 

 

年 2回 

年 5回 

 

毎日 

随時 

 

年 1回 

 

年 2回 

奇数月 

 

年 2回 

 

 

月 1回 

 

年 3回 

年 2回 

 

週 2～3回 

月 1回 

年 2回 

年 4回 

 

年 1回 

月 1回 

 

9 月、2月 

 

3 月 

 

 

 

 

サブ 9月 

メイン 12 月 

5 月、10 月 

5 月、6月、9月、

12 月、3月 

 

 

 

5 月 

 

4 月、10 月 

 

 

5 月、12 月 

 

 

 

 

6 月、10 月、3月 

5 月、10 月 

 

 

 

9 月、3月 

5 月、7月、11 月、

1月 

 

4 月 
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・プールロボット保守点検業

務 

・コージェネレーション設備

保守点検業務 

年 4回 

 

年１回 

7 月、9月、12 月、

3月 

 

 

②  備品の管理（共通事項） 

ア 管理業務の実施に必要な備品は、市の備品を指定管理者が使用する

ものとする。 

但し、パソコン等の据付を要しない事務用備品等については、指定

管理者の備品を使用しても差し支えないものとする。 

また、当該管理業務委託料により指定管理者が購入することも可能

とするが、指定管理料を原資に購入した備品の所有権は指定管理者に

属するものとし、指定管理期間満了後は指定管理者が撤去するものと

する。但し、指定管理を継続する場合、次期指定管理者または市と譲

渡等について協議が整った場合はこの限りではない。 

なお、備品は指定管理期間内に減価償却されるものに限るものとす

る。 

イ  指定管理者は、使用する市の備品について、善良な管理者の注意を

もって管理にあたり、次に掲げる事務を行うものとする。 

・市の備品の数量、使用場所、使用状況等を把握すること。 

・市の備品のうち、本来の用途に供することができないと認められる

ものが生じたとき又は、亡失や損傷があったときは、直ちに市に報

告し、その指示に従うこと。 

 

③  運営業務（共通事項） 

ア  使用承認業務 

(ア) 施設利用者、利用希望者及び利用予約希望者等に対して、利用案

内業務を行う。 

(イ) 使用申請書を受付し、使用を承認した場合には、使用承認書を交

付する。 

          なお、使用を承認する場合の特例的な取扱いについては後記「使

用承認の申請期間前の申請に対する取扱い」によるものとする。 

    （ウ） 富山県公共施設予約システム（以下、「予約システム」という。）

による使用申請については、市との連携を図りながら、マニュアル

等に沿って適切に運用すること。 
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イ 使用料の徴収および減免等 

(ア) 使用料は、券売機、窓口現金及び口座振替等により徴収する。 

(イ) 使用料の取扱については、適正かつ安全に管理するとともに、長 

期間保持せず、即日又は翌日（その日が指定金融機関等の休業日

に当たるときは、翌営業日）に市に納付すること。 

(ウ) 予約システムによるキャッシュレス決済については、市との連 

帯を図りながら適切に処理すること。 

(エ) 使用料について市外在住者の加算が設定されている場合は、住

所等の確認を行い、適正な料金を徴収すること。 

(オ) 利用実態を確認のうえ、適切な料金区分を適用し、適切な料金を

徴収すること。 

ウ その他の運営業務 

(ア) 受付案内業務 

a 利用者の申請に基づき、施設に備え付けの備品等の貸出を行う 

とともに必要に応じて、設置方法などの案内を行う。 

b 施設使用申請書や施設使用承認書、施設使用券など必要な印刷 

物の作成を行う。 

        また、自動券売機等のつり銭管理、両替などを行う。 

(イ) 利用促進業務 

a 広報誌、パンフレット及びホームページ等を作成・更新すると 

ともに、SNS を活用し、利用促進を図ること。 

b イベント等の誘致に努めること。 

c 利用者のニーズを把握し、利用しやすい環境づくりに努めるこ 

と。 

d 本市の助成制度を活用し、スポーツ大会や合宿等の誘致に努め

ること。 

(ウ) その他 

a 予約システムの対象施設であることから、市との連携を図りな 

がらシステムの適正な運用を行うこと。なお、当システムの維持

管理経費は、市が負担するものとする。 

b 施設に関する要望、照会及び苦情の処理に対応すること。 

c 利用実績等のデータを保有し、必要に応じて市に提出すること。 

 

（８） 修繕費の取扱い 

施設及び設備は、善良な管理者の注意をもって正常に保持し、適正な利

用に供するよう日常的な保守点検を行うとともに、部品交換や施設の補修
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修繕を行うこと。なお、修繕費の年間所要見込み額は１０，５００千円と

し、管理委託料に含めるものとする 

また、１件の執行予定額が５００千円未満の修繕については、指定管理

者が行うものとする。 

なお、１件５００千円以上と想定される修繕については、市と協議を行う

こととし、当該修繕が必要となった場合は、速やかに市へ報告すること。 

 

（９） 安全管理及び緊急時対応に関する留意事項 

① 利用者の安全管理 

     ア 設置器具等による事故を防止するため、適切な使用方法などの

利用者指導を必要に応じて行うこと。 

     イ 危険な行為による事故の防止や他の利用者への迷惑行為の防止

のため、利用状況を適宜把握し、必要に応じて利用者指導を行うこ

と。 

     ウ 利用者の事故を未然に防ぐため、必要な監視を行うとともに安

全管理マニュアル等を作成し、研修会や講習会を開催し、職員等の

従事者に習熟させること。 

     エ 災害時には、施設利用者の安全を確保し、迅速かつ的確に避難誘

導等、適切な処置を講じること。 

 

   ② 施設の安全管理 

   ア 施設の施錠・開錠等の点検･確認及び鍵の適正な管理を行うこと。

また、火気の取扱い及び始末には特に留意すること。 

   イ 不審者の侵入を防止するとともに侵入があった場合は、適切な対

応により排除すること。  

 

  ③ 緊急時の対応 

   ア 緊急時の対応マニュアルや緊急連絡網の作成、消防法に定める防

火管理者の選任及び必要な各種訓練等を実施し、緊急時に適切に対

応できる体制を確保すること。 

   イ 事故や災害時等の緊急時においては、市並びに警察、消防等関係

機関へ迅速かつ的確に情報を伝達すること。 

   ウ 事故が発生した場合は被害者の救済、保護などの応急措置を迅速

かつ的確に講じるとともに状況に応じて、関係機関への連絡を取り

対処すること。 

   エ 重大な事故については、直ちに市へ連絡し、その指示に従うとと
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もに書面においても報告すること。 

 

④  特別な場合の利用 

 災害等の緊急事態が発生した場合や市長が特に必要と認めた場合

は、市は全てに優先して使用することができることとする。 

 

（１０）避難所開設時の役割 

① 避難所等を開設する場合の連絡体制 

指定管理者は、市が避難所等の開設を決定した場合に備え、施設の

開錠を速やかに行えるよう、緊急連絡体制を整えておくこと。 

 

② 避難所等の開設準備（施設の開錠等）に関する事項 

指定管理者は、施設の開錠が適切に行われるよう、複数人でカギを

保管・管理するなど、カギ保管者に連絡が取れない等の不測の事態に

備えること。 

 

③ 避難者の誘導や収容に関する役割分担 

指定管理者は、施設の安全確認を行い、受け入れスペースの確保に

協力するとともに、照明、空調設備等の操作方法を避難所運営業務従

事職員に周知すること。 

 

④ 避難所等の閉鎖に関する事項等 

指定管理者は、市が避難所等を閉鎖するときに備え、施設の施錠及

びカギの返納方法について避難所運営業務従事職員と事前（施設開

錠時）に協議すること。 

 

（１１）管理施設及び備品等一覧 

別紙 備品一覧表 のとおり  

 

２  施設管理業務以外の事業に関する事項 

（１） 市、市教育委員会及び各種スポーツ団体が実施するスポーツ振興事業の

円滑な運営に協力すること。 

（２） 市の施策や市からの要請・依頼に対し、誠実に協力すること。 

（３） 物品販売事業（スポーツ用品等の販売等）を実施できるものとする。 

なお、この場合は、市長から行政財産の使用に関する許可を得ることを

必要とする。 
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また、自主事業による物販販売事業に伴う経費については、指定管理者

の負担とし、指定管理者自らの収入により費用負担するものとする。 

 

３  その他 

（１） 保険の加入 

     現在市が加入している保険の概要 

  市が、次の事故により、住民等第三者の生命若しくは身体を害し、また

は住民等第三者の財物を滅失・き損若しくは汚損した場合において、法律

上の賠償責任を負担することによって被る損害をてん補する。 

①  市が所有、使用又は管理する施設に起因する偶然な事故 

②  市業務に起因する偶然な事故（指定管理者が独自に実施する業務は

対象にならない。） 

③  市が福祉施設・保養施設において生産、販売又は提供する飲食物に

起因する偶然な事故 

てん補限度額は、次のとおりで、免責金額はない。 

身体賠償 1 人につき 5,000 万円 

1事故につき     5 億円 

財物賠償 1事故につき 1,000 万円 

 

（２）使用承認の申請期間前の申請に対する取扱い 

施設の使用承認の申請については、富山市スポーツ施設条例施行規則第

３条第２項に基づき、大規模な大会・興行や富山市並びに(公財)富山市ス

ポーツ協会及びその加盟団体等が施設を使用しようとする場合で、期間前

に利用の申込をしなければその開催に支障が生じるものについて、次によ

り取扱うものとする。 

なお、前例のないイベント・興行等については、スポーツ健康課と協議

するものとする。 

 

① 主な取扱内容 

優先順位 時期 行事等 

１ 前年度 

9 月以前 

国際的な大会、日本スポーツ協会、中央競技団体等

が主催する全国大会や北信越大会並びにプロ野球、

その他大規模な興行等 

２ 前年度 富山市の主催事業 
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9～10 月 

３ 前年度 

11～12 月 

市民体育大会及び（公財）富山市スポーツ協会加盟

団体等が主催する大会 

４  前年度 

1 月～ 

その他団体の主催イベントなどで優先予約が必要

なもの 

例：総合型スポーツクラブ及びスポーツ少年団の教

室等や合宿 

  ※合宿…市の合宿誘致に関する補助金の交付

を受けた団体の合宿 

一般利用 利 用 日 の

２ か 月 前

～ 

予約システムでの抽選・随時予約 

利用月の２か月前の１～１０日に抽選申込 

※予約システム導入施設以外は、先着順による。 

 

② 前年度２月以降の使用承認の申請 

前記による利用者調整以降においても、優先順位１～４に掲げる団体 

等からの申し出があった場合は、予約システムでの予約者に影響を与え 

ない限り、優先的に会場を確保するものとする。 
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富山市民プール及び富山市城東ふれあい公園庭球場の管理運営業務に関する基本協定書  

 

  富山市（以下「甲」という。）と○○○（以下「乙」という。）とは、富山市公の施

設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１７年富山市条例第３０９号。

以下「手続条例」という。）第８条の規定により、富山市民プール及び富山市城東ふれ

あい公園庭球場（以下「プール等」という。）の管理運営業務（以下「管理業務」とい

う。）について、次のとおり基本協定を締結する。 

 

  （趣旨） 

第１条  この基本協定は、プール等の管理運営に関し必要な事項を定めるものとし、

甲及び乙は、この基本協定に従い、信義に従って誠実にこれを履行しなければなら

ない。 

（指定期間等） 

第２条  甲が乙を指定管理者として指定する期間は、令和８年４月１日から令和１３

年３月３１日までとする。 

２ 管理業務に係る会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

  （管理業務等の範囲） 

第３条  乙が行う業務の範囲は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) プール等の施設及び附属設備等の維持管理に関する業務 

(2) プール等の使用の承認に関する業務 

(3) プール等の使用料の徴収に関する業務 

(4) 上記の他、プール等の管理に関して市長が必要と認める業務   

２  前項各号に掲げる業務の詳細は、富山市民プール及び城東ふれあい公園庭球場管

理業務仕様書に定めるとおりとする。 

３ 乙は、管理業務の実施を妨げない範囲において、自己の責任と費用により、本条

１項各号に掲げる以外の事業（以下、「自主事業」という。）を実施することができ

るものとする。 

（使用料の徴収等の委託） 

第４条 甲は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２第１項の規定

に基づき、プール等の使用料の徴収及び還付に関する事務を乙に委託するものとす

る。 

（再委託等の禁止） 

第５条  乙は、管理業務の全部又は一部を第三者に委託し、又は請け負わせてはなら

ない。ただし、事前に甲の書面による承諾を受けたときは、管理業務の一部を第三

者に委託し、又は請け負わせることができる。 

２ 前項の規定により乙が管理業務の一部を第三者に実施させる場合は、全て乙の責

任及び費用負担において行うこととし、乙が使用する第三者の責めに帰すべき事由

により生じた損害及び追加費用は、全て乙の負担とする。 

３ 乙は、第三者に対し、本協定に基づいて生ずる権利義務を譲渡し、若しくは承継

させ、又は権利を担保に供してはならない。 

（指定管理者の責務） 

第６条  乙は、手続条例、富山市スポーツ施設条例（平成１７年富山市条例第２８６

39



 

号）、富山市スポーツ施設条例施行規則（平成２０年富山市規則第３７号）及び関連

する法令等を遵守するとともに、プール等を常に良好な状態において管理し、施設

の効用を最大限発揮できるよう管理業務を行わなければならない。 

２  乙は、施設又は施設利用者に事故又は災害が発生した場合は、迅速かつ適切な対

応を行った上、直ちに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

３  乙は、管理業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場合は、その

状況について、直ちに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

  （管理業務委託料） 

第７条  甲が乙に支払う指定期間中の管理業務委託料は、○○○円（うち消費税及び

地方消費税の額○○円）を限度とする。 

２  各年度の管理業務委託料は、次の金額を基本とし、各年度の開始前に甲乙協議の

うえ定めるものとする。 

    令和○○年度  ○○○円（うち消費税及び地方消費税の額○○円） 

    令和○○年度  ○○○円（うち消費税及び地方消費税の額○○円） 

３  甲は、前２項の管理業務委託料を、乙が毎年度作成する収支計画書に基づく請求

により支払うものとする。 

（災害時の対応） 

第８条  甲が災害対策又は災害対応を目的としてプール等を使用する必要があると認

める場合、乙は甲の要請に沿って、これに可能な限り協力するものとする。 

２ 前項の災害対策又は災害対応を目的としたプール等の使用に関する事項は富山市

民プール及び富山市城東ふれあい公園庭球場管理業務仕様書に定めるものとする。

なお、その内容等に疑義が生じた場合は、甲乙協議のうえ、対応を確認するものと

する。 

（備品等の取扱い） 

第９条  甲は富山市民プール及び城東ふれあい公園庭球場管理業務仕様書別紙「富山

市民プール及び城東ふれあい公園庭球場備品一覧表」記載の備品等（以下「備品等」

という。）を乙に無償で貸与する。 

２ 経年劣化又は乙の責めによらない事由による滅失・毀損等により備品等を管理業

務に供することができなくなった場合、甲は乙との協議に基づき、管理業務に必要

と認められる範囲で当該備品等を調達又は購入し、乙に無償で貸与するものとする。 

３ 乙は、指定管理期間中、備品等を常に良好な状態に保つとともに、甲の定める備

品台帳を作成し、これを備え置かなければならない。また、乙は定期的に備品台帳

と現物の照合を行い、滅失・毀損等が確認された場合は、速やかに甲へ報告し、前

項に定める対応を行うものとする。 

４ 乙は、自己の費用負担等により管理業務に必要な備品類を購入することができる。

この場合、購入した備品類の所有権は乙に帰属し、乙は前項に定める備品台帳とは

区別してこれを管理するものとする。 

  （リスク分担） 

第１０条  管理業務に関するリスク分担については、富山市民プール及び富山市城東

ふれあい公園庭球場管理業務リスク分担表のとおりとする。 

  （管理業務計画書等の提出等） 

第１１条  乙は、翌年度の管理業務について、毎年度２月末日までに次の各号に掲げ
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る事項を記載した管理業務計画書を甲に提出し、当該年度末までに承認を得なけれ

ばならない。ただし、令和８年度の管理業務については、令和８年３月３１日まで

に、同計画書を提出し、承認を得るものとする。 

(1) 管理業務の概要及び実施時期 

(2) 管理業務の実施体制 

(3) 収支計画書 

(4) 管理業務に必要な諸規定及び非常時の対応体制 

(5) その他甲が必要と認める事項 

２ 乙は、富山市民プール及び城東ふれあい公園庭球場管理業務仕様書に定めのない、

管理業務の改善又はプール等の建物・設備の改修、物品の設置及びプール等の周辺

地域における施設整備などについて甲に対して提案を行う場合は、提案の必要性、

管理業務において見込まれる改善点その他甲が必要と認める事項を記載した書類

（以下「提案書」という。）を毎年度１月末日までに甲に提出しなければならない。 

  ただし、当該提案の実施に当たり、甲に新たな財政的負担が生ずると見込まれる

場合については、乙は毎年度９月末日までに甲に当該提案書を提出しなければなら

ない。 

３  乙は、第１項の管理業務計画書を提出した後に、前項の事由以外により計画を変

更する必要が生じた場合は、変更の内容について甲に協議の上、必要に応じて変更

後の管理業務計画書を甲に提出しなければならない。 

４ 乙は、自主事業を実施する場合、予め甲に対して自主事業実施計画書を提出し、

事前に甲の承認を得なければならない。この場合において、甲及び乙は必要な協議

を行うものとする。 

（管理業務報告書等の提出） 

第１２条  乙は、毎月１０日までに、前月の管理業務の実施状況、施設の利用状況及

び使用料の収入状況等を記載した管理業務報告書を甲に提出しなければならない。 

２ 乙は、自主事業を実施した場合、毎月１０日までに、前月の自主事業の実施状況

を記載した、自主事業実施報告書を甲に提出しなければならない。 

  （事業報告書の提出等） 

第１３条  乙は、毎年５月末日までに、前年度の管理業務について、次の各号に掲げ

る事項を記載した事業報告書を甲に提出しなければならない。 

(1) 管理業務の実施状況及び施設の利用状況 

(2) 使用料又は利用料金の収入状況 

(3) 管理業務の経費の収支状況 

(4) その他甲が必要と認める事項 

  （管理業務の報告、調査、指示） 

第１４条  甲は、前３条の規定により提出された計画書及び報告書の内容を審査し、

必要な指示を行うことができる。 

２  甲は、施設の管理の適正を期するため必要と認めるときは、乙に対して、管理業

務又は経理の状況に関し随時報告を求め、実地について調査し、又は必要な指示を

することができる。 

３ 乙は、甲から前２項に定める報告要求、調査の申出又は改善指示を受けた場合、

速やかにそれに応じなければならない。 
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  （帳簿等の保存） 

第１５条  乙は、管理業務に関する帳簿及び書類等を整備し、常に業務の執行状況を

明らかにしておくとともに、帳簿等を会計年度終了の日から５年間保存しなければ

ならない。 

（施設の毀損等） 

第１６条 乙は、故意又は過失により、施設又は設備備品を毀損し、又は滅失したと

きは、直ちにその旨を甲に報告するとともに、これを原状に回復し、又はその毀損

若しくは滅失によって生じた損害を甲に賠償しなければならない。 

（不完全履行による管理業務委託料の減額及び損害賠償） 

第１７条  甲は、乙が管理業務の一部を履行しないとき、又は管理業務の履行が不完

全であるときは、管理業務委託料からその不履行又は不完全履行に相当する金額を

減額することができる。この場合において、甲に損害が生じたときは、乙は、その

損害を賠償しなければならない。 

（原状回復義務等） 

第１８条  乙は、その指定の期間が満了したとき、又は指定を取り消され、若しくは

期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じられたときは、その管理

を行わないこととなった施設及び設備を直ちに原状回復し、甲に対して当該施設及

び備品を明け渡さなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、通常の使用における経年劣化若しくは甲が認めた場合

には、乙は当該施設の原状回復は行わず、別途甲が定める状態で甲に引き渡すこと

ができるものとする。 

  （第三者に対する損害の賠償等） 

第１９条  管理業務の履行にあたり、乙の責めに帰すべき事由により第三者に損害を

与えたときは、原則として乙がその損害を賠償しなければならない。ただし、損害

を受けた第三者の求めに応じ甲が損害を賠償したときは、甲は乙に対して求償権を

有するものとする。 

（指定の取消等） 

第２０条  甲は、乙が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、乙に対しその

状況を確認の上、指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部

又は一部の停止を命ずることができる。この場合において、乙に生じた損害につい

ては、甲はその賠償の責めを負わないものとする。 

(1) 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１０項の規定による

報告の要求、調査又は指示に対して、これに応じず、又は虚偽の報告をし、若しく

は調査を妨げたとき。 

(2) この基本協定に違反したとき。 

(3) 指定管理候補者として選定しない法人等に該当することとなったとき。 

(4) 指定管理者の指定の申請時に提出した書類の内容に虚偽の事項が記載されてい

たことが判明したとき。 

(5) 経営状況の悪化等により管理業務を行うことが不可能又は著しく困難になった

とき。 

(6) 乙がその責に帰すべき事由により、甲に対し指定解除の申出をしたとき。 

(7) 組織的な非違行為が行われていた場合など、管理業務を行わせておくことが、
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社会通念上著しく不適当と判断されるとき。 

２ 乙は、前項の規定により指定を取り消されたときは、違約金として、当該指定が

取り消された年度における年度協定に規定する管理業務委託料の１００分の１０に

相当する額を甲に支払わなければならない。 

３ 第１項の規定により指定を取り消した場合において、甲に生じた損害が前項に規

定する違約金の額を上回ったときは、乙はその損害を賠償しなければならない。 

（業務の引継ぎ） 

第２１条 乙は、その指定期間が満了したとき、又は指定を取り消され、若しくは期

間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じられたときは、プール等の

管理業務が遅滞なく円滑に実施されるよう、甲が定める期間内に、甲又は甲が指定

した者に対して適正に管理業務を引継がなければならない。ただし、甲の承認を得

たときはこの限りでない。 

２ 管理業務の引継ぎ方法、日時等については、甲と乙が協議の上、決定する。 

（秘密保持義務等） 

第２２条  乙が行う管理業務に従事している者又は従事していた者は、当該管理業務

に関して知り得た秘密を漏らし、又は不当な目的に利用してはならない。 

２  乙は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７条）第６６条及び第

６７条並びに富山市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和５年富山市条例第

２号）の規定により、保有個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の保有個

人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

３ 乙は、富山市情報セキュリティポリシーの情報セキュリティ基本方針４の規定に

より、情報資産に関する情報セキュリティ対策のために必要な措置を講じなければ

ならない。 

４ 乙は、管理業務を実施するにあたり、情報セキュリティ対策及び個人情報の保護

に関し、情報セキュリティ特記事項に定める事項を遵守しなければならない。 

（情報公開） 

第２３条  乙は、富山市情報公開条例（平成１７年富山市条例第３０号）第２９条の

規定により、情報公開を行うための必要な措置を講ずることとし、乙に対し管理業

務の実施に関し乙が保有する情報の公開の申し出があったときは、公開対象となる

情報の公開に努めるものとする。 

（名称等の変更の届出） 

第２４条  乙は、その名称、代表者の氏名又は主たる事務所の所在地の変更があった

ときは、遅滞なく、その旨を甲に届け出なければならない。 

  （基本協定の変更） 

第２５条  管理業務に関し事情が著しく変更したとき又は特別な事情が生じたとき

は、甲乙協議の上、この基本協定を変更することができる。 

  （年度協定書の締結） 

第２６条  甲及び乙は、第１１条の規定により提出された管理業務計画書に基づき、

第７条の規定に基づく管理業務委託料による管理業務の適正な執行を期するため、

毎年度当初に富山市民プール及び富山市城東ふれあい公園庭球場の管理運営業務に

関する年度協定書を締結するものとする。 

  （協議） 
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第２７条  この基本協定に関し疑義が生じたとき又はこの基本協定に定めのない事

項については、甲乙協議の上、別に定めるものとする。 

 

この基本協定の締結を証するため、この基本協定書２通を作成し、両者記名押印の

上、各自その１通を保有するものとする。 

 

 

  令和○○年○月○日 

 

甲    富山市新桜町７番３８号           

富 山 市 長   ○ ○ ○ 〇      

 

乙                         
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富山市民プール及び富山市城東ふれあい公園庭球場管理業務リスク分担表 

                                                                              △は従分

担 

種    類 主    な    内    容 負担者 

市 指定管理者 

法制度変更 施設管理業務に要する資格の変更等、指定管理業務に特別に影響を

及ぼす法制の変更又は新設 

○  

税制度変更 指定管理業務の内容にかかわらず、全てのものに影響を及ぼす税制

の変更又は新設（法人税、固定資産税、事業所税等） 

 ○ 

上記のうち、消費税及び地方消費税については、変更後の税率に基

づく管理委託費を支払うことにより市が当該費用を負担する。 

○  

金利変動   ○ 

物価変動 通常は指定管理者の負担とするが、大幅又は急激な物価変動の影響

により、管理運営に支障が生じるおそれがあるときは、市と協議す

る。 

（協議対象経費） 

①燃料費（ガソリン、灯油、ガス等）、②上下水道料金、③電気料 

△ ○ 

政策転換 施設の廃止により指定管理業務の継続が困難になった場合、施設用

途の変更により管理業務内容の変更を余儀なくされた場合など 

○  

許認可の取

得遅延 

市が取得すべきもの ○  

指定管理者が取得すべきもの  ○ 

住民及び施

設利用者対

応 

処分権限を有する指定管理者の行った処分に対する訴訟  ○ 

指定管理業務に対する住民及び利用者からの苦情、要望 △ ○ 

不可抗力 戦争、天災、暴動等の不可抗力による施設の修復及び指定管理業務

の継続不能 

○  

上記の要因により、施設を災害対策又は災害対応のために使用する

ことによる指定管理業務の中断に要する経費 

○ △ 

書類の誤り 仕様書等の市がその内容について責任を負うべき書類 ○  

指定申請書等の指定管理者がその内容について責任を負うべき書

類 

 ○ 

資金調達 市が指定管理者に支払う経費の支払い遅延による損害 ○  

指定管理者が業者等に支払う経費の支払い遅延による損害  ○ 

施設、設備、

備品、資料

等の焼失、

滅失、損傷、

盗難等 

指定管理者の故意、過失によるもの  ○ 

経年劣化によるもの、又は相手方が特定できない第三者の行為によ

るもののうち、原状回復に要する経費の年度合計額が 10,500 千円

以下のもの 

上記金額を超えることが見込まれるときは、市と事前協議するもの

とする。 

また、原状回復に要する経費が１件500千円以上になることが見込

まれるときは、市と事前協議するものとする。 

 ○ 

第三者賠償 施設等の瑕疵により損害を与えた場合 ○  
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指定管理者が施設等に瑕疵があることを知りながら、それを放置し

たことにより損害を与えた場合 

 ○ 

指定管理業務により損害（個人情報の漏えい、不正利用等による損

害を含む。）を与えた場合 

 ○ 

事業の終了 政策転換による指定管理者の撤収費用 ○  

指定期間の終了、指定の取消による指定管理者の撤収費用  ○ 
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 9

情報セキュリティ特記事項 

 

 （法令遵守等） 

第１ 乙は、本業務の遂行において使用する情報資産（富山市情報セキュリティポリ

シー情報セキュリティ基本方針２（９）による）を保護するため、情報セキュリテ

ィの重要性を認識し、富山市情報セキュリティポリシー、個人情報の保護に関する

法律（平成15年法律第57号）のほか関係法令を遵守し、これに従わなければならな

い。 

（安全管理体制） 

第２ 乙は、情報資産の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その体

制を維持しなければならない。 

（作業場所の特定） 

第３ 乙は、重要情報（富山市情報セキュリティポリシー情報セキュリティ対策基準

３（１）による）を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）を定め、業務の着

手前に書面により甲に報告しなければならない。 

２ 乙は、作業場所を変更する場合は、事前に書面により甲に申請し、その承認を得

なければならない。 

３ 乙は、甲の事務所内に作業場所を設置する場合は、重要情報を取り扱う者（以下

「作業従事者」という。）に対して、乙が発行する身分証明書を常時携帯させ、事

業者名が分かるようにしなければならない。 

（教育の実施） 

第４ 乙は、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、特記事項にお

ける作業従事者が遵守すべき事項その他本業務の適切な履行に必要な教育及び研修

を、作業従事者全員に対して実施しなければならない。 

２ 乙は、前項の教育及び研修を実施するに当たり、実施計画を策定し、実施体制を

確立しなければならない。 

（守秘義務） 

第５ 乙は、本業務の履行により直接又は間接に知り得た情報を第三者に漏らしては

ならない。指定管理期間満了後又は指定が取り消された後も同様とする。 

２ 乙は、本業務に関わる作業従事者に対して、秘密保持に関する誓約書を提出させ

なければならない。 

（派遣労働者等） 

第６ 乙は、本業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者に行わせる

場合は、正社員以外の労働者に本基本協定書に基づく一切の義務を遵守させなけれ

ばならない。 

２ 乙は、甲に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について責任

を負うものとする。 

（情報の管理） 
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第７ 乙は、次の各号の定めるところにより、本業務における情報の管理を行わなけ

ればならない。 

（１）重要情報は、施錠が可能な保管庫又は施錠若しくは入退室管理の可能な保管室

で厳重に保管すること。 

（２）甲が指定した場所へ持ち出す場合を除き、情報資産を定められた場所から持ち

出さないこと。 

（３）電磁的記録による重要情報を作業場所から持ち出す場合は、暗号化処理又はこ

れと同等以上の保護措置を施すこと。 

（４）情報資産が複製された場合には、複製元と同等の管理を行うこと。 

（５）情報資産の紛失、漏洩、改ざん、破損その他の事故を防ぎ、真正性、見読性及

び保存性を維持すること。 

（６）作業場所に、私用パソコン、私用外部記録媒体その他の私用物を持ち込んで、

重要情報を扱う作業を行わせないこと。 

（７）重要情報を利用する作業を行うパソコンに、情報の漏洩につながると考えられ

る業務に関係のないアプリケーションをインストールしないこと。 

（目的外利用及び第三者への提供の禁止） 

第８ 乙は、本業務において利用する情報資産について、本業務以外の目的で利用し

てはならない。また、第三者へ提供してはならない。 

（定期報告及び緊急時報告） 

第９ 乙は、甲から、情報資産の取扱いの状況について報告を求められた場合は、直

ちに報告しなければならない。 

２ 乙は、情報資産の取扱いの状況に関する定期報告及び緊急時報告の手順を定めな

ければならない。 

（監査及び検査） 

第１０ 甲は、本業務に係る情報資産の取扱いについて、本基本協定書の規定に基づ

き必要な措置が講じられているかどうか検証及び確認するため、乙及び再委託先に

対して、監査又は検査を行うことができる。 

２ 甲は、前項の目的を達するため、乙に対して必要な情報を求め、又は本業務の処

理に関して必要な指示をすることができる。 

（情報セキュリティインシデント） 

第１１ 乙は、本業務に関し情報セキュリティインシデントが発生した場合は、速や

かに甲に対して報告し、指示に従わなければならない。 

２ 乙は、情報の漏洩等の事故が発生した場合に備え、富山市その他の関係者との連

絡、証拠保全、被害拡大の防止、復旧、再発防止の措置を迅速かつ適切に実施するた

めに、緊急時対応計画を定めなければならない。 

（個人情報の取扱い） 

第１２ 乙は、個人情報を本業務において取り扱う時は、次の各号の定めるところに

従わなければならない。 

（１）事前に甲の承認を受けて、業務を行う場所で、かつ業務に必要最小限の範囲で

行う場合を除き、個人情報を複製又は複写しないこと。 

（２）乙は、個人情報を含む電磁的記録又は媒体の誤送信・誤送付、誤交付、又はウ

ェブサイト等への誤掲載を防止するため、取り扱う個人情報の秘匿性等その内容
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に応じ、複数の作業従事者による確認やチェックリストの活用等の必要な措置を

講じなければならない。 

（３）乙は、個人情報の秘匿性等その内容に応じて、台帳等を整備して、当該情報資

産の利用及び保管等の取扱いの状況について記録する。 

（４）乙は、個人情報が、外国において取り扱われる場合（クラウドサービス提供事

業者及び個人データが保存されるサーバが外国に所在する場合等）、当該外国の

情報資産の保護に関する制度等を把握した上で、個人情報の安全管理のために必

要かつ適切な措置を講じなければならない。 

（５）乙は個人情報について、一時的に加工等の処理を行うため複製等を行う場合に

は、その対象を必要最小限に限り、処理終了後は不要となった情報を速やかに消

去しなければならない 

（６）作業従事者は、取り扱う個人情報の重要度に応じて、入力原票と入力内容との

照合、処理前後の当該情報資産の内容の確認、既存の情報資産との照合等を行わ

なければならない。 

（７）乙は、個人情報の取り扱いにおいて、本基本協定書の第５条により再委託等を

行う場合には、個人情報の保護に関する法律第66条により、再委託先に本基本協

定書に基づく一切の義務を遵守させるとともに、甲に対して、再委託先の全ての

行為及びその結果について責任を負うものとする。 

（８）乙は、本業務の終了時に、本業務において利用した個人情報について、甲の指

定した方法により、返還又は廃棄を実施しなければならない。 

（９）乙は、本業務において利用した電磁的記録による個人情報を廃棄する場合は、

当該情報が記録された媒体の物理的な破壊その他当該情報を判読不可能とするの

に必要な措置を講じなければならない。 

（１０）乙は、個人情報の消去又は廃棄を行った後、消去又は廃棄を行った日時、担

当者名及び消去又は廃棄の内容を記録し、書面により甲に報告しなければならな

い。 

49



 

 12

令和○○年度富山市民プール及び富山市城東ふれあい公園庭球場の管理運営業務に

関する年度協定書 

 

富山市（以下「甲」という。）と○○○（以下「乙」という。）とは、富山市民プー

ル及び富山市城東ふれあい公園庭球場の管理運営業務に関する基本協定書（以下「基

本協定書」という。）第２６条の規定により、令和○○年度の富山市民プール及び富山

市城東ふれあい公園庭球場（以下「プール等」という。）の管理運営業務（以下「管理

業務」という。）について、次のとおり年度協定を締結する。 

 

  （管理業務委託料） 

第１条  令和○○年度の管理業務委託料は、○○○円（うち消費税及び地方消費税の

額○○円）とする。 

２ 管理業務委託料は、前金払いとする。 

３ 管理業務委託料の支払い時期及び支払い金額は、次のとおりとする。 

  令和○○年○月  ○○○円    

令和○○年○月  ○○○円    

    ・ 

    ・ 

・ 

  （管理業務の内容） 

第２条  乙は、基本協定書第１１条の規定による令和○○年度管理業務計画書に基づ

き、管理業務を実施するものとする。 

 

この年度協定の締結を証するため、この年度協定書２通を作成し、両者記名押印の

上、各自その１通を保有するものとする。 

 

令和○○年○月○日 

 

甲    富山市新桜町７番３８号           

富 山 市 長   ○ ○ ○ 〇      

 

乙                          
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